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は じ め に 
 

 

新宿区では、区の施策及び事業が、その目的に則して効果的・効率的に展

開され、実施されているか否かを評価し、その結果を区の施策形成に活用す

ることを目的として、行政評価を実施しています。 

 

区は、平成 19 年度に「新宿区基本構想」、「新宿区総合計画」（平成 20 年

度～平成 29 年度）及び「新宿区第一次実行計画」（平成 20 年度～平成 23 年

度）を策定するとともに、両計画の進行管理並びに行政評価の客観性・透明

性をより高めるために、新宿区外部評価委員会を設置し、区が実施する内部

評価に加え、外部評価の仕組みを行政評価に取り入れました。 

 

平成 26 年度の内部評価では、「新宿区第二次実行計画」（平成 24 年度～平

成 27 年度）の全ての「計画事業」を評価しました。 

また、「経常事業」についても評価を実施し、平成 27 年度までの第二次実

行計画期間中に、区の実施するほぼ全ての事業を評価します。 

内部評価の実施に当たっては、外部評価委員会の意見を踏まえて評価シー

トの改善を図ったほか、評価の視点ごとの評価理由や今後の事業の方向性を

具体的に記載するなど、分かりやすい評価書となるよう取り組みました。 

 

効率的で質の高い行政サービスを実現していくためには、限られた行政資

源を有効に活用し、公共サービスのあり方を見直していくことが必要です。

そのためには、事業等の適切な進行管理を図るため、行政活動を「計画」・「実

行」・「評価」・「見直し」といったサイクルの中で捉え、継続的に評価を行い、

その結果を公表していくことが大切です。 

 

この報告書は、平成 26 年度の内部評価実施結果を取りまとめたものです

が、今後、外部評価委員会による外部評価を経て、行政評価の客観性・透明

性をより一層高め、今後の区政運営に活かしてまいります。 

 

平成 26 年 9 月 

 

                    新宿区長 中 山 弘 子 
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１ 新宿区の行政評価制度 

 １．１ 制度の目的 

新宿区では、区が実施する施策及び事業の適切な進行管理を図り、

効果的かつ効率的な区政運営に資するとともに、区政運営について区

民への説明責任を果たすことを目的として、行政評価を実施していま

す。  

また、この行政評価を実施することで、具体的には、次の四つの事

項を達成することを目指しています。 

(1) 行政運営の意思決定サイクル（ＰＤＣＡ（※）サイクル）の下に、行政

評価制度を組み込み、常に評価結果を施策と事業の見直しに反映していき

ます。        （行政評価を活用した意思決定サイクルの確立） 

（行政運営の意思決定サイクルと行政評価の流れは、3 ページの図 1 をご覧

ください。） 

 (2) 成果に対する評価を通じて、行政としての関与の妥当性を検証し、これ

からの公共サービスのあり方を見直すとともに、費用対効果に優れた効率

的な区政運営を実現します。 

（公共サービスのあり方の見直し・効率的な区政運営の実現） 

(3) 誰の目にもわかりやすい評価制度とし、行政としての説明責任を果たし、

区政の透明性を向上させます。 

（説明責任の確保・透明性の向上） 

    (4) 評価の過程を通じて、職員の意識改革と組織としての経営意識を涵養し、

職員の意識改革と政策形成能力の向上を図ります。                       

（職員の意識改革と政策形成能力の向上） 

 ※ＰＤＣＡ：Plan（計画）・Do（実行）・Check（評価）・Action（見直し）  

 

１．２ 制度導入からの経過 

【平成 11 年度】 

事務事業評価を試行しました。 

【平成 12 年度】 

施策評価・事業評価を試行しました。 

【平成 13 年度】 

施策評価・事業評価を行い、評価結果を新宿区後期基本計画・第

三次実施計画の策定に反映させました。 

【平成 14 年度】 

区民との協働や補助金といった 5 つのテーマ別評価を試み、協働

の視点からの事業の見直しや補助金の見直しに評価結果を反映し

ました。 



 

 

【平成 15 年度】 

財務会計・文書管理等システムの開発にあわせて行政評価システ

ムの開発に取り組んだため、行政評価を中止しました。 

【平成 16 年度】 

開発中の評価システムを部分的に活用することで、第四次実施計

画の策定に評価結果を反映しました。 

【平成 17 年度】 

本格的に行政評価システムを導入し、行政評価を再始動しました。 

【平成 18 年度】 

平成 17年度に実施した施策と事業を対象に評価を行うとともに、

第四次実施計画で掲げた 21 の重点項目の視点からも評価を行いま

した。さらに、平成 15 年度から 3 か年取り組んだ事業別行政コス

ト計算書の成果を踏まえ、主に施設整備を行った 9 事業について、

発生主義の考え方を取り入れ、トータルコストに減価償却費を組み

入れて、行政評価を実施しました。 

【平成 19 年度】 

新宿区基本構想審議会答申における、区民と専門家等によるチェ

ックのしくみの早期創設の提案を受け、区長の附属機関として、新

宿区外部評価委員会（以下「外部評価委員会」という。）を設置し、

行政評価の客観性・透明性を一層高めました。 

【平成 20 年度】 

新宿区基本計画と第四次実施計画の最終年度を評価したので、単

年度の振り返りだけではなく、それぞれの計画期間（10 年間・3 年

間）の主な取組をまとめて評価をしました。 

また、区が単独で補助を実施する事業（以下「補助事業」という。）

についても評価を行い、透明性を高めました。 

【平成 21 年度】 

新宿区基本構想（以下「基本構想」という。）と新宿区総合計画

（以下「総合計画」という。）（平成 20～29 年度）の「個別目標」

と、新宿区第一次実行計画（以下「第一次実行計画」という。）（平

成 20～23 年度）の「計画事業」及び「補助事業」の評価を行いま

した。 

【平成 22 年度】 

平成 21 年度と同様に、「個別目標」、「計画事業」及び「補助事業」

を評価しました。特に「補助事業」の評価については、平成 19 年

度から平成 21 年度の 3 年間を総合的に評価したうえで、今後の課

題や改革方針を整理しました。 

【平成 23 年度】 

新宿区第二次実行計画（以下「第二次実行計画」という。）（平成

24～27 年度）に評価結果を反映させるため、評価時期を早め、「第



 

 

一次実行計画期間における評価」と、「第二次実行計画に向けた方

向性（見込み）」の項目を追加して、「計画事業」を評価しました。 

【平成 24 年度】 

第一次実行計画（平成 20～23 年度）の最終年度であることから、

「個別目標」を評価するとともに、「計画事業」については、平成

23 年度の評価に加えて、計画期間である 4 年間の総合評価を行いま

した。また、計画事業とは別に経常的に実施している事業（以下「経

常事業」という。）についても評価を行いました。経常事業につい

ては、平成 27 年度までの第二次実行計画期間中に、区のほぼ全て

の事業を評価します。 

  【平成 25 年度】 

    第二次実行計画の初年度の「計画事業」の評価を行うとともに、

平成 24 年度に引き続き「経常事業」の評価を行いました。さらに、 

評価を行った経常事業を対象に「事業別行政コスト計算書」を作成

し、現金収支では見えない隠れたコストなどを明らかにしました。 

 

１．３ 制度の概要 

行政評価は、1 ページの制度の目的のとおり、行政運営の意思決定

サイクルの下に、組み込まれています。（図 1 をご覧ください。） 

また、行政評価には、各部経営会議からなる内部評価委員会が実施

する内部評価と、外部評価委員会が実施する外部評価があります。行

政評価全体の流れは、4 ページの図 2 のとおりです。 

平成 26 年度の内部評価は、第二次実行計画における 111 事業の「計

画事業」及び 137 事業の「経常事業」を対象に実施しました。 

図 1：行政運営の意思決定サイクルと行政評価の流れ 
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図 2：行政評価全体の流れ  

 

①内部評価 

各部の職員（管理職）で構成された経営会議を「内部

評価委員会」として、施策と事業の自己評価を行い、決

算特別委員会前に公表します。 

 

     ②外部評価 

「外部評価委員会」は、上記①の内部評価結果を踏

まえ、区民の視点から評価し、区長に報告します。 

 区長はその報告を公表します。 

 

③総合判断 

区長は、内部評価・外部評価それぞれに対する区民

からの意見を踏まえ、行政委員会とも意見を調整したう

えで、区の総合判断を行い、予算編成に反映します。 

区長はその報告を公表します。 
 

 

 

１．４ 評価の対象 

平成 20 年度から基本構想、総合計画及び第一次実行計画がスター

トしました。 

基本構想は、新宿区が「めざすまちの姿」を実現するための、六つ

の「まちづくりの基本目標」と六つの「区政運営の基本姿勢」からな

るまちづくりの基本指針です。 

総合計画は、基本構想を受けた区の最上位計画であり、基本構想の

「めざすまちの姿」の実現に向け、平成 29 年度までの 10 年間を計画

期間として、まちづくりの方向性を明らかにした「まちづくり編」と、

「区政運営の基本姿勢」を受け、「まちづくり編」を推進し、下支え

する区政運営の方向性を示す「区政運営編」で構成されています。ま

た、施策の体系として、平成 29 年度の目標を定めた「個別目標」と

基本的な考えに基づく基本施策からなっています。 

第一次実行計画に引き続く第二次実行計画は、基本構想に定めため

ざすまちの姿を実現するために、平成 24 年度から平成 27 年度までの

4 年間に、計画的・優先的に推進していく事業（「計画事業」）をまと

めたものです。総合計画と同様、「まちづくり編」と「区政運営編」

で構成されています。 

 ※現在の新宿区の行政  

評価制度は、「新宿区外  

部評価委員会条例」及  

び「新宿区行政評価制  

度に関する規則」に基  

づき実施しています。  



 

 

今年度は、第二次実行計画の二年目となる平成 25 年度の「計画事

業」の評価を行っています。 

「計画事業」の評価は、個々の事業について、事業の意図する成果

の達成度、目的・手段の妥当性や実施の効率性等といった観点から評

価を行い、今後の方向性の見直しや改革方針を整理しています。 

また、平成 25 年度に引き続き実施した「経常事業」の評価は、各事

業を構成する予算事業の分析と、それを踏まえた評価を行うことによ

り、事業の課題を洗い出し、改革方針を整理しています。 

評価にあたっては、事業の性質などから、全ての経常事業を以下の

3 つに分類し、行政評価の効果が見込まれる経常事業評価Ⅰ及び経常

事業評価Ⅱの事業について、平成 24 年度から平成 27 年度までの 4 年

間で評価をしていきます。 

 

 

 

 経常事業評価の分類 

 

【経常事業評価Ⅰ】 

①   義務的自治事務や単独自治事務で構成される事業 

②   法定受託事務や都委任事務に単独自治事務を付加（上乗せ・

横出し）している事業 

③   指定管理事務で構成される事業 

 

【経常事業評価Ⅱ】 

① 法定受託事務・都委任事務や会議運営事務で構成される事業 

② 施設管理事務で構成される事業 

③ 内部管理事務のみで構成される事業 

 

【評価対象外】 

     職員費、一般事務費等のみで構成される事業等 



 

 

１．５ 計画の構成 

 

【基本構想】  

 

      

     

 

 

 

 

 

 

 

【総合計画】  

 

【まちづくり編】              【区政運営編】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実行計画（第一次・第二次）】  

 

【まちづくり編】             【区政運営編】  

 

 

 

 

【まちづくり編】             【区政運営編】  

めざすまちの姿  

区政運営の基本姿勢  まちづくりの基本目標  

基本理念  

まちづくりの個別目標  

基本施策  基本施策  

区政運営の個別目標  

区政運営の基本目標  

区政運営の基本方針  

 

経常事業  経常事業  

計画事業  計画事業  



２ 平成 26 年度の行政評価 

２．１ 評価シートの構成 

２．１．１ 計画事業評価シートの構成 

平成26年度の行政評価は、計画事業と経常事業を評価しています。 

はじめに、計画事業の評価の仕組み（シート）について説明します。 

計画事業評価シートには、新宿区総合計画における施策体系及び事

業の位置付けのある個別行政計画を記入しています。また、10ページ

の図3に示すとおり、「目的」、「手段」、「主な実施内容等」を記入

します。「手段」と「主な実施内容等」は、計画事業がいくつか関連

する事業（枝事業）で構成されている場合、枝事業単位で記入してい

ます。 

そのうえで、「目標設定」で指標を記入し、その指標に対する達成

状況を記入しています。なお、昨年度の外部評価委員会からの指摘を

受けて、計画事業の指標の変更又は追加を行った事業があります。 

「事業経費」欄には平成24・25年度の事業経費を記入しています（表

示単位未満を四捨五入しています。）。 

次に、「①サービスの負担と担い手」「②適切な目標設定」「③効

果的・効率的な視点」「④目的（目標水準）の達成度」の四つの視点

から評価を行い、これらの結果を踏まえて「総合評価」欄の記入を行

います。 

「進捗状況・今後の取組方針」では、事業のＰＤＣＡサイクルの流

れが明確になるようにしています。 

進捗状況・今後の取組方針の25年度の「課題」欄には、当該事業を

実施する上での課題を、「課題に対する方針」欄には、課題に対する

取組方針を記入しています。 

原則として、昨年度の「内部評価」及び「内部評価と外部評価を踏

まえた区の総合判断」を踏まえて記入しています。新たに計画事業と

したものは、事業化した時点の状況認識と取組方針を記入しています。 

25年度の「実際の取組」欄には、平成25年度に実施した具体的な対

応状況を記入しています。 

26年度の「新たな課題」欄には、平成25年度の取組を踏まえて分析

した今後の課題を記入しています。 

26年度の「方向性」欄には、新たな課題を踏まえた今後の方向性を

記入し、「取組方針」欄に方向性の理由を具体的に記入しています。 

 

２．１．２ 経常事業評価シートの構成 

経常事業評価は、経常事業を構成する予算事業を分析した予算事業

シートと、予算事業の分析結果を総括して評価する経常事業評価シー

トの2種類からなっています。 

経常事業は、「1．4評価の対象」で示したとおり、経常事業評価Ⅰ

又は経常事業評価Ⅱのいずれかに分類し、経常事業評価シートⅠ又は



経常事業評価シートⅡを使用して評価をしています。 

 

（１）経常事業評価シート 

経常事業評価シートは、新宿区総合計画における施策体系及び

事業の位置付けのある個別行政計画を記入しています。また、10

ページの図3に示すとおり、「事業の目的」、「事業区分」、「事

業概要」、「実施方法」を記入しています。 

また、経常事業評価シートⅠでは、「事業の目標・指標」欄に、

総合計画期間（平成29年度まで）における目標と指標を記入して

います。 

指標は、原則として活動指標（アウトプット指標）と成果指標

（アウトカム指標）を一つずつ記載しています。ただし、成果を

イメージできても指標にしづらい場合など、成果指標の設定が困

難な場合は、その理由を明らかにしたうえで活動指標（アウトプ

ット指標）のみ記載しているものもあります。 

また、活動指標・成果指標ともに設定できない場合は、その理

由を記入しています。 

「事業経費」欄には、経常事業全体の平成23年度から平成25年

度の事業経費及びその合計を記入しています。各項目の数値は、

当該経常事業を構成する予算事業の合計です（表示単位未満を四

捨五入しています。）。 

「事業評価」は、経常事業評価シートⅠとⅡで評価の視点が異

なります。 

経常事業評価シートⅠは、「①サービスの負担と担い手」「②

手段の妥当性」「③効果的・効率的」「④目的又は実績の評価」

の四つの視点から評価を行い、これらの結果を踏まえて「総合評

価」欄を記入しています。 

経常事業評価シートⅡは、「①予算事業の総括」「②有効性」

「③効率性」の三つの視点から行い、これらの結果を踏まえて「総

合評価」欄を記入しています。 

「改革・改善」欄には、今後の事業の方向性と改革改善の内容

を記入しています。 

事業を改革・改善するうえで重要な視点である類似・関連事業、

受益者負担、協働については別に項目を設け、それぞれについて

方向性と改革改善の内容を記入しています。 

（２）予算事業シート 

予算事業シートには、10ページの図3に示すとおり、「事業目的」、

「事業区分」、「事業開始年度」、「事業手段」、「根拠法令等」

を記入しています。 

「事業経費」欄は、平成23年度から平成25年度の事業経費及び

その合計と、事業費の主たる使途を記入しています（表示単位未



満を四捨五入しています。）。 

また、特定財源のある事業については、その名称及び補助率等

を記入しています。 

次に、「活動実績」欄には、平成23年度から平成25年度に実施

した主な事業活動及びその実績と、各活動の対象及び対象数を記

入しています。 

なお、対象数は事業活動の基礎（母数）となる数値を記入して

いますが、不明な場合は、予算の想定の数値を記入しています。

その場合には、数値の前に（予）と記入しています。 

「分析」の「数量分析」欄では、活動実績や対象数について、

将来予測をしています。 

「公共性」欄では、事業の性質に基づき、行政の活動領域が適

正であるかを分析しています（公共性の考え方については11ペー

ジの表1をご参照ください。）。 

「必要性」欄では、事業のあり方検討の必要性について分析し

ています（必要性の考え方については11ページの表2をご参照くだ

さい。）。 

「類似・関連事業」欄、「受益者負担」欄、「協働」欄では、

それぞれの状況を示したうえで、事業名、主たる内容、相手方の

役割を記入しています。（それぞれの選択肢については11ページ

の表3をご参照ください。）そのうえで、現在の課題や分析理由を

記入しています。 

「分析結果」欄では、分析結果を踏まえた今後の方向性とその理

由を記入しています。 

なお、予算事業シートは、予算事業の特性に対応するため、共通

のシートのほかに、「指定管理」、「補助金等」、「施設管理」

のシートがあります。 

「指定管理」のシートには「導入効果」欄と各年度の「事業評価」

欄を、「補助金等」のシートには「補助率等」欄を、「施設管理」

のシートには「設置目的」欄と「規模」欄を設けています。 

（３）事業別行政コスト計算書 

これまで区の行政評価（内部評価）においては、現金会計によ

り行政活動にかかる費用の全体像を示してきましたが、平成25年

度から新たな取組として、経常事業評価の事業を対象に、事業別

行政コスト計算書を作成しています。 

経常事業評価に併せて事業別行政コスト計算書を作成するこ

とで、現金収支では見えない隠れたコスト（賞与引当金、減価償

却費など）を含めた総事業コストを表すとともに、区民 1 人あた

りの区税等投入額などを明らかにしています。  

詳しくは、別冊の「内部評価実施結果報告書Ⅱ資料（平成26年

度事業別行政コスト計算書【経常事業】）」をご覧ください。 



図3　評価シートの構成

 主　な　内　容

　目的　 手段　 主な実施内容等
　目標設定（指標、達成状況） 　事業経費
　　　　  ① サービスの負担と担い手
　評価　  ② 適切な目標設定
　   　　 ③ 効果的・効率的な視点
　   　　 ④ 目的(目標水準)の達成度
　  　　　 　総合評価
　進捗状況・今後の取組方針
　　　25年度　（課題、方針、実際の取組）
　　　26年度　（新たな課題、方向性、取組方針）

  事業の目的 　事業区分　 事業概要 　実施方法
　事業の目標・指標　 事業経費
    　    ① サービスの負担と担い手
　事業    ② 手段の妥当性
　評価　  ③ 効果的・効率的
　   　　 ④ 目的又は実績の評価
　  　　　 　総合評価
　改革・改善（方向性、改革改善の内容）
　類似・関連事業　受益者負担　協働

　事業の目的 　事業区分　 事業概要 　実施方法
　事業経費
　   　　① 予算事業の総括
　事業   ② 有効性
　評価   ③ 効率性
　   　　　 総合評価
  改革・改善（方向性、改革改善の内容）
　類似・関連事業　受益者負担　協働

 【共通項目】
　 事業目的　事業区分　事業開始年度
 　事業手段　根拠法令等　事業経費　活動実績
　 分析（数量分析、公共性、必要性）
　 類似・関連事業　受益者負担　協働
　 分析結果（方向性、内容）

【指定管理】
　 共通項目 導入効果 事業評価  施設別内訳等
　 参考（利用料金収入、利用料金収入の割合）
 【補助金等】
　 共通項目　補助率等（算出根拠）
　 支出方法　選定方法　補助対象費用名等
　 参考（補助事業者が実施する事業の利用者負
　　　　 担割合等）
 【施設管理】
　 共通項目　設置目的　規模

予算事業 
シート 

計画事業 
評価シート 

経常事業 
評価シートⅠ 

評価シート 

経常事業 
評価シートⅡ 



表１：公共性の考え方 

区分 事業の性質 活動領域 

Ⅰ 
法律又は都条例により、行政が実施することが義務づけられている法定受託や都委

任を実施する事業（例：戸籍事務 等） 

行 Ⅱ 
区民の生活に必要な環境水準を確保することを目的とした事業 

（例：ごみ収集事業 等） 

Ⅲ 
受益の範囲が不特定多数であるため、サービスの対価が徴収できない事業 

（例：道路改修事業 等） 

Ⅳ 
区民の安全や、財産・権利を確保するために必要な規制、監視・指導、相談、情報提

供などを目的とする事業（例：防犯対策事業 等） 

 

Ⅴ 
社会的・経済的弱者を対象とした生活安定支援、又はセーフティネットを整備する事

業（例：虐待防止事業 等） 
 

Ⅵ 
民間のサービスだけでは望ましい質、量のサービスの確保ができないため、これを

補完・先導する事業（例：幼稚園 等） 

政 

Ⅶ 
区の特色や魅力を継承・発展・創造し情報発信する事業 

（例：文化財保護事業 等） 
 

Ⅷ 
民間等のサービスに対し、行政目的に適合していることから、推進・支援する事業

（例：NPO 推進事業 等） 
  

Ⅸ 
特定の団体等を対象としているが、事業の対象以外にも受益が及ぶ公共性を有す

る事業（例：バス運行対策事業 等） 
 

 

表２：必要性の考え方 

区分 あり方の検討が必要な事業 視点との関係 

ア 
事業開始期と比較して目的が既に達成され、行政の関与（実施意義）の度合が低

下している事業 
サービスの 

負担と 

担い手 イ 民間等を活用することが効率的、又は民間等の活動と競合している事業 

ウ 社会状況・情勢の変化に伴う区民ニーズに適合していない事業 手段の 

妥当性 エ 社会状況・情勢の変化に伴い、対象範囲を見直す余地がある事業 

オ 区民ニーズに比較して、サービスの供給が過剰となっている事業 効果的・ 

効率的 カ 他事業、又は国や都において、同種のサービスの提供が行われている事業 

キ 利用者（実績）が減尐するなど、区民ニーズが低下している事業 
目的・実績 

の評価 ク 
他自治体等と水準を比較したとき、サービスを提供する対象範囲や水準を見直す

余地がある事業 

 
ア～クによる検討が必要ない事業（ア～クに該当しない事業）は、「区分欄」を空欄

とし、必要ない（該当しない）と分析した理由を具体的に記入する。 
 

 

表３：選択肢の種類 

項目 種類 

類似・関連事業 連携・統合済、 連携・統合不可、 連携・統合検討中、 連携・統合未検討、 対象外 

受益者負担 実施済、 改善予定、 対応不可、 検討中、 未検討、 対象外 

協働 実施済、 改善予定、 対応不可、 検討中、 未検討、 対象外 

方向性 継続、 拡大、 縮小、 統合、 手段改善、 完了、 事業休止、 事業廃止、 その他 

民 

間 

及

び 

協

働 



２．２ 評価結果 

２．２．１ 計画事業の評価 

平成 25 年度に実施した 111 の計画事業の評価結果は、以下のとお

りです。 

（１） まちづくり編 

まちづくり編 82 事業のうち、総合評価を「計画以上（Ａ評価）」

と評価したものは「環境に配慮した商店街づくりの推進」（P178）

です。 

「計画以下（Ｃ評価）」と評価したものは、「配偶者等からの

暴力の防止」（P32）、「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活

の調和）の推進」（P36）、「図書館サービスの充実（区民に役立

つ情報センター）」（P68）、「女性の健康支援」（P76）、「障

害者、高齢者、若年非就業者等に対する総合的な就労支援」（P94）、

「高齢者等入居支援」（P96）、「アスベスト対策」（P128）、「商

店街空き店舗活用支援融資」（P180）の8事業です。 

【まちづくり編】 

総合 

評価 

事業の方向性 
計 

継続 改善 縮小 拡大 統合 廃止 休止 終了 その他  

Ａ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

Ｂ 63 2 0 5 0 0 0 3 0 73 

Ｃ 4 3 0 1 0 0 0 0 0 8 

計 68 5 0 6 0 0 0 3 0 82 

 

（２） 区政運営編 

区政運営編 29 事業のうち、総合評価を「計画以上（Ａ評価）」

及び「計画以下（Ｃ評価）」と評価したものはありません。 

【区政運営編】 

総合 

評価 

事業の方向性 
計 

継続 改善 縮小 拡大 統合 廃止 休止 終了 その他  

Ａ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

Ｂ 23 1 0 0 0 0 0 5 0 29 

Ｃ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 23 1 0 0 0 0 0 5 0 29 

 

【評 価 結 果】  Ａ：計画以上、Ｂ：計画どおり、Ｃ：計画以下  

【事業の方向性】  継続、 改善：手段改善、 縮小：事業縮小、 

拡大：事業拡大、 統合：事業統合、 廃止、 休止、 終了、 その他 



 

各「計画事業」評価については、計画事業評価シート（22 ページ

以降）をご覧ください。 

 

２．２．２ 経常事業の評価 

平成 25 年度に実施した 137 の経常事業の評価結果のうち、総合評

価を「改善が必要」としたものは、「女神湖高原学園の管理運営」（P510）、

「栄養業務」（P636）、「歯科保健事業（体制整備）」（P670）、「区

民健康センターの管理運営」（P718）、「生鮮三品小売店活性化事業」

（P1108）、「地域商業イメージアップ促進事業」（P1116）の 6 事業

です。 

 

【経常事業】 

総合 

評価 

事業の方向性 
計 

継続 拡大 縮小 統合 改善 完了 休止 廃止 その他 

適切 123 3 1 0 4 0 0 0 0 131 

要改善 0 0 0 1 5 0 0 0 0 6 

計 123 3 1 1 9 0 0 0 0 137 

 

 

【評 価 結 果】  適切、 要改善：改善が必要  

【事業の方向性】  継続、 拡大、 縮小、 統合、 改善：手段改善、 

 完了、 休止：事業休止、 廃止：事業廃止、 その他 

 

各「経常事業」評価については、経常事業評価シート（270 ページ 

  以降）をご覧ください。 

 

 



３ 今後の課題 

（１） 評価の適正な進行管理 

今年度は昨年度に引き続き、計画事業と経常事業を評価しました。 

限られた期間で確実に評価を行うために、今回の行政評価の日程等

を検証し、より一層、評価の適切な進行管理を行います。 

 

（２） 経常事業評価の検証 

総合計画において体系化されている経常事業については、平成 24

年度から平成 27 年度までの 4 年間でほぼ全ての事業について評価す

ることとしていますが、基本施策を単位として評価するため、毎年、

評価する事業が異なります。 

評価を行った経常事業については、指標で事業の進捗状況を把握す

るなど、評価対象年度終了後も進行管理を行います。 

 

（３） 経常事業評価と事業別行政コスト計算書 

昨年度に引き続き、経常事業評価に併せて、事業別行政コスト計

算書を作成しました。 

事業別行政コスト計算書は、一会計期間における人件費、物件費

等のほか、減価償却費や退職給付費用も含めたフルコストを算出し

ています。 

今後、この事業別行政コスト計算書によりコスト面からの現状分

析を進め、経常事業評価とともに、経常事業のあり方や必要性を見

直す「事業の棚おろし」を進めます。 



 

 

 

 

 

 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



24年度
評価

25年度
評価

今後の
方向性

ページ

①
自治の基本理念、基本
原則の確立

1 特別区のあり方の見直しと自治権の拡充 Ｂ Ｂ 継続 22

②
協働の推進に向けた支
援の充実

2
ＮＰＯや地域活動団体等、多様な主体との協
働の推進

Ｂ Ｂ 継続 24

①
地域自治のしくみと支援
策の拡充

3 町会・自治会及び地区協議会活動への支援 Ｂ Ｂ 継続 26

②
コミュニティ活動の充実と
担い手の育成

4
生涯学習・地域人材交流ネットワーク制度の
整備

Ｂ Ｂ 継続 28

5 成年後見制度の利用促進 Ｂ Ｂ 拡大 30

6 配偶者等からの暴力の防止 Ｂ Ｃ 継続 32

② 男女共同参画の推進 7 男女共同参画の推進 Ｂ Ｂ 継続 34

③
個人の生活を尊重した働
き方の見直し

8
ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の
推進

Ｂ Ｃ 改善 36

9 保護者が選択できる多様な保育環境の整備 Ｃ Ｂ 拡大 38

10 学童クラブの充実 Ｂ Ｂ 継続 40

11 外国にルーツを持つ子どものサポート Ｂ Ｂ 継続 42

12 子ども・若者に対する支援の充実 Ｂ Ｂ 継続 44

13 地域における子育て支援サービスの充実 Ｂ Ｂ 継続 46

14 学校の教育力の向上 Ｂ Ｂ 継続 48

15 特別な支援を必要とする児童・生徒への支援 Ｂ Ｂ 拡大 50

16 学校図書館の充実 Ｂ Ｂ 継続 52

17 時代の変化に応じた教育環境づくりの推進 Ｃ Ｂ 継続 54

18 学校施設の改善 Ｂ Ｂ 継続 56

19 エコスクールの整備推進 Ｂ Ｂ 継続 58

③
家庭や地域がともに育て
る協働と連携による教育
環境づくり

20 地域協働学校（コミュニティ・スクール）の推進 Ｂ Ｂ 継続 60

①
生涯にわたり学習・ス
ポーツ活動などを楽しむ
環境の充実

21 スポーツ環境の整備 Ｂ Ｂ 継続 62

22 新中央図書館等の建設 Ｂ Ｂ 継続 64

23 地域図書館の整備（落合地域） Ｂ Ｂ 継続 66

24
図書館サービスの充実（区民に役立つ情報セ
ンター）

Ｂ Ｃ 改善 68

25 子ども読書活動の推進 Ｂ Ｂ 継続 70

26 歯から始める子育て支援 Ｂ Ｂ 継続 72

27 食育の推進 Ｂ Ｂ 継続 74

28 女性の健康支援 Ｂ Ｃ 拡大 76

②
多様化する課題に対応し
た保健・公衆衛生の推進

29 新型インフルエンザ対策の推進 Ｂ Ｂ 継続 78

参画と協働により
自治を切り拓くま
ち

コミュニティの活
性化と地域自治
を推進するまち

一人ひとりが個人
として互いに尊重
しあうまち

子どもの育ち・自
立を地域でしっか
り応援するまち

人権の尊重

地域において子どもが育
つ場の整備・充実

地域で安心して子育てが
できるしくみづくり

基本目標 個別目標

未来を担う子ども
の、一人ひとりの
生きる力を育むま
ち

1

Ⅱ

だれもが
人として尊
重され、
自分らしく
成長して
いけるまち

3

基本施策

区民が自
治の主役
として、考
え行動し
ていけるま
ち

①

2

Ⅰ

1

生涯にわたって学
び、自らを高めら
れるまち

中央図書館の再構築

図書館機能の充実

①

4

5

②

③

2

心身ともに健やか
にくらせるまち

一人ひとりの健康づくりを
支える取組みの推進

①

②

①

②

子どもの生きる力を伸ば
す学校教育の充実

学習や生活の場にふさわ
しい魅力ある学校づくり

計画事業

４　計画事業評価
　４．１　計画事業評価一覧表
　【まちづくり編】



24年度
評価

25年度
評価

今後の
方向性

ページ基本目標 個別目標 基本施策 計画事業

30 高齢者を地域で支えるしくみづくり Ｂ Ｂ 継続 80

31 介護保険サービスの基盤整備 Ｂ Ｂ 継続 82

②
障害のある人とその家族
の生活を支えるサービス
の充実

32 障害者の福祉サービス基盤整備 Ｂ Ｂ 継続 84

33 ホームレスの自立支援の推進 Ｂ Ｂ 継続 86

34 生活保護受給者の自立支援の推進 Ｂ Ｂ 継続 88

①
高齢者の社会参加、自
己実現の機会の提供

35
高齢者の社会参加といきがいづくりの拠点整
備

Ｂ Ｂ 継続 90

②
障害のある人の社会参
加・就労支援

36 障害者就労支援の充実 Ｂ Ｂ 終了 92

37
障害者、高齢者、若年非就業者等に対する
総合的な就労支援

Ｂ Ｃ 継続 94

38 雇用促進支援の充実 Ｂ
37へ
統合

39 高齢者等入居支援 Ｃ Ｃ 改善 96

40
分譲マンションの適正な維持管理及び再生へ
の支援

Ｃ Ｂ 継続 98

41
区営住宅の再編整備（（仮称）弁天町コーポ
ラス）

Ｂ Ｂ 継続 100

42 建築物等の耐震性強化 Ｂ Ｂ 拡大 102

43 道路・公園の防災性の向上 Ｂ Ｂ 継続 104

44 道路の無電柱化整備 Ｂ Ｂ 継続 106

45 木造住宅密集地区整備促進 Ｂ Ｂ 拡大 108

46 再開発による市街地の整備 Ｂ Ｂ 改善 110

47 災害情報システムの再構築 Ｃ Ｂ 継続 112

48 災害用避難施設及び備蓄物資の充実等 Ｂ Ｂ 継続 114

4
日常生活の安全・
安心を高めるまち

①
犯罪の不安のないまちづ
くり

49 安全推進地域活動重点地区の活動強化 Ｂ Ｂ 継続 116

① 資源循環型社会の構築 50
ごみ発生抑制を基本とするごみの減量とリサイ
クルの推進

Ｂ Ｂ 継続 118

51 地球温暖化対策の推進 Ｂ Ｂ 継続 120

52 道路の温暖化対策 Ｂ Ｂ 継続 122

53 清潔できれいなトイレづくり Ｂ Ｂ 継続 124

54 路上喫煙対策の推進 Ｂ Ｂ 継続 126

55 アスベスト対策 Ｃ Ｃ 継続 128

④ 環境問題への意識啓発 56 環境学習・環境教育の推進 Ｂ Ｂ 継続 130

① 水とみどりの環の形成 57 区民ふれあいの森の整備 Ｂ Ｂ 継続 132

58 新宿りっぱな街路樹運動 Ｂ Ｂ 継続 134

59 新宿らしいみどりづくり Ｂ Ｂ 継続 136

3

①

②

持続可能
な都市と
環境を創
造するま
ち

Ⅳ

①

Ⅲ

だれもが互いに支
え合い、安心して
くらせるまち

高齢者とその家族を支え
るサービスの充実

セイフティネットの整備・
充実

安全で安
心な、質
の高いくら
しを実感
できるまち

③

災害に強い、逃げないで
すむ安全なまちづくり

災害に備えるまち

だれもがいきいき
とくらし、活躍でき
るまち

新たな就労支援のしくみ
づくり

良好な生活環境づくりの
推進

みどりを残し、まちへ広げ
る

都市を支える豊か
な水とみどりを創
造するまち

1

だれもが安心して住み続
けられる豊かな住まいづ
くり

1

地球温暖化対策の推進

災害に強い体制づくり

③

②

2

②

2

③

④

環境への負荷を
尐なくし、未来の
環境を創るまち



24年度
評価

25年度
評価

今後の
方向性

ページ基本目標 個別目標 基本施策 計画事業

60 ユニバーサルデザイン・ガイドラインの推進 Ｃ Ｂ 改善 138

61 道路のバリアフリー化 Ｂ Ｂ 終了 140

62 新宿駅周辺地区の整備推進 Ｂ Ｂ 継続 142

63 中井駅周辺の整備推進 Ｂ Ｂ 継続 144

② 交通環境の整備 64 自転車等の適正利用の推進 Ｂ Ｂ 継続 146

65 都市計画道路等の整備 Ｂ Ｂ 継続 148

66 人にやさしい道路の整備 Ｂ Ｂ 継続 150

67 細街路の拡幅整備 Ｂ Ｂ 継続 152

68 まちをつなぐ橋の整備 Ｂ Ｂ 継続 154

1
歴史と自然を継
承した美しいまち

①
地域特性に応じた景観の
創出・誘導

69 景観に配慮したまちづくりの推進 Ｂ Ｂ 継続 156

2
地域の個性を活
かした愛着をもて
るまち

①
地域主体のまちづくりとそ
れを支えるしくみづくり

70 地区計画等のまちづくりルールの策定 Ｂ Ｂ 継続 158

①
楽しく歩けるネットワーク
づくり

71 文化の薫る道づくり Ｂ Ｂ 終了 160

②
魅力ある身近な公園づく
りの推進

72 みんなで考える身近な公園の整備 Ｂ Ｂ 継続 162

①
文化・歴史の掘り起こし、
継承・発展・発信

73 文化・歴史資源の整備・活用 Ｂ Ｂ 継続 164

②
区民による新しい文化の
創造

74 文化体験プログラムの展開 Ｂ Ｂ 継続 166

75 ものづくり産業の支援 Ｂ Ｂ 継続 168

76
高田馬場創業支援センターによる事業の推
進

Ｂ Ｂ 継続 170

77 新宿の魅力の発信 Ｂ Ｂ 継続 172

78 歌舞伎町地区のまちづくり推進 Ｂ Ｂ 継続 174

79 にぎわいと魅力あふれる商店街支援 Ｂ Ｂ 継続 176

80 環境に配慮した商店街づくりの推進 Ｂ Ａ 継続 178

81 商店街空き店舗活用支援融資 Ｃ Ｃ 継続 180

③ 平和都市の推進 82 平和啓発事業の推進 Ｂ Ｂ 継続 182

④
多文化共生のまちづくり
の推進

83 地域と育む外国人参加の促進 Ｂ Ｂ 継続 184

Ⅳ

持続可能
な都市と
環境を創
造するま
ち

新宿ならではの活
力ある産業が芽
吹くまち

③

2

だれもが自由に安全に行
動できる都市空間づくり

人々の活動を支
える都市空間を
形成するまち

新しい文化と観光・産業
の創造・連携・発信

誰もが、訪れたくなる活
気と魅力あふれる商店街
づくり

ひと、まち、文化
の交流が創るふ
れあいのあるまち

多様なラ
イフスタイ
ルが交流
し、「新宿
らしさ」を
創造して
いくまち

道路環境の整備

ぶらりと道草したく
なるまち

成熟した都市文
化が息づく、魅力
豊かなまち

①

3

①

Ⅴ

Ⅵ

1

3

①

②

まちの記
憶を活か
した美しい
新宿を創
造するま
ち

3

文化芸術創造産業の育
成



24年度
評価

25年度
評価

今後の
方向性

ページ

1
窓口サービスの利
便性の向上

②
ＩＴ利活用による利便性の
向上

84 区政情報提供サービスの充実 Ｂ Ｂ 継続 186

①
区民意見を区政に反映
するしくみの確立

85 行政評価制度の推進 Ｂ Ｂ 継続 188

③
ＩＴ利活用による効率性の
向上

86 全庁情報システムの統合推進 Ｂ Ｂ 継続 190

87
区民の視点に立ち自治の実現に努める職員
の育成

Ｂ Ｂ 改善 192

88
新宿自治創造研究所の運営による政策形成
能力の向上

Ｂ Ｂ 継続 194

89 児童館における指定管理者制度の活用 Ｂ Ｂ 継続 196

90
シニア活動館における指定管理者制度の活
用

Ｂ Ｂ 継続 198

91 地域交流館における指定管理者制度の活用 Ｂ Ｂ 継続 200

92
公園の管理運営における指定管理者制度の
活用

Ｂ Ｂ 継続 202

93 児童館・ことぶき館用務業務の見直し Ｂ Ｂ 継続 204

94 保育園・子ども園用務業務の見直し Ｂ Ｂ 継続 206

95 学校給食調理業務の民間委託 Ｂ Ｂ 継続 208

① 施設の機能転換 96 ことぶき館の機能転換 Ｂ Ｂ 継続 210

97 旧四谷第三小学校の活用 Ｂ Ｂ 継続 212

98 三栄町生涯学習館の集会室機能の統合 Ｂ Ｂ 終了 214

99
（仮称）四谷保健福祉施設・清掃センターの
建設及び開設

Ｂ Ｂ 終了 216

100 新宿第二保育園移転後の活用 Ｂ Ｂ 継続 218

101
区営住宅（早稲田南町地区）再編整備後の
活用

Ｂ Ｂ 継続 220

102 (仮称）戸山シニア活動館の整備 Ｂ 終了

103 戸山第三保育園廃園後の活用 Ｂ Ｂ 継続 222

104 区民健康センター解体後の跡地活用 Ｂ Ｂ 継続 224

105 旧戸山中学校の活用 Ｂ Ｂ 継続 226

106
大久保第二保育園・ことぶき館の解体後の跡
地活用

Ｂ Ｂ 継続 228

107 新宿リサイクル活動センターの整備 Ｂ Ｂ 終了 230

108 新たな高田馬場福祉作業所の整備 Ｂ Ｂ 終了 232

109 高田馬場福祉作業所移転跡地の活用 Ｂ Ｂ 継続 234

110 旧西戸山第二中学校の活用 Ｂ 終了

111 高齢者いこいの家「清風園」のあり方の検討 Ｂ Ｂ 継続 236

112 中央図書館移転後の活用 Ｂ Ｂ 継続 238

113 上落合防災活動拠点の整備 Ｂ 終了

114 (仮称）西新宿シニア活動館の整備 Ｂ Ｂ 終了 240

③
資産（建物等）の長寿命
化

115 中長期修繕計画に基づく施設の維持保全 Ｂ Ｂ 継続 242

Ⅱ

1 ①

Ⅰ

2

3 ①

基本施策

区民参画の推進
と効果的・効率的
な事業の遂行

分権を担える職
員の育成と人事
制度等の見直し

公共サービスの提
供体制の見直し

2 ②

計画事業

　【区政運営編】

施設のあり方の見
直し

職員の能力開発、意識
改革の推進

多様な主体による公共
サービスの提供

各地区の施設活用

好感度一
番の区役
所の実現

公共サー
ビスのあり
方の見直

し

基本目標 個別目標



　４．２　計画事業評価シートの見方

計画事業評価シート（区政運営編）

税負担 受益者負担

ボランティア等 その他

税負担 受益者負担

ボランティア等 その他

税負担 受益者負担

ボランティア等 その他

税負担 受益者負担

ボランティア等 その他

税負担 受益者負担

ボランティア等 その他

平成 11 年度

基本目標

主な実施内容
等
サービスの負
担となる主体
（複数選択
可）、担い手と
なる主体、25
年度における
事業の実施内
容

手段
第二次実行計
画期間におけ
る事業実施方
法（枝事業が
あれば、枝事
業ごとに記載）

目的

　区が実施する施策及び事業の適切な進行管理を図り、効果的かつ効率的な区政運営に資するとともに、区政運営につ
いて区民への説明責任を果たすことを目的として、行政評価を実施します。

②

個別計画

計画事業 85 行政評価制度の推進

24～27年度

本格実施

Ⅰ 個別目標 2 基本施策 ①

事業開始

定義

第二次実行計画期間中に評価する経常事業数
（平成24年度変更）

指標
事業成果を測
る指標

目的
事業実施によ
り達成される
事柄

□

□

達成状況
第二次実行計
画期間におけ
る指標の目標
値（当初値・変
更値）・実績・
達成状況

経常事業評価の推進

実施内容

□

第二次実行計画期間中に外部評価する計画事業
数

担い手

実施内容

□

サービス
の負担

□

□ □

担い手
サービス
の負担

□ □

担い手

担い手
□

実施内容

□

達成度＝Ｃ／Ａ

目標値（当初）Ａ

目標値（変更）Ｂ

実績　　　　　　Ｃ

達成度＝Ｃ／Ａ

目標値（当初）Ａ

目標値（変更）Ｂ

％

目標値（当初）Ａ

目標値（変更）Ｂ

実績　　　　　　Ｃ

達成度＝Ｃ／Ｂ

目標値（当初）Ａ

目標値（変更）Ｂ

実績　　　　　　Ｃ

達成度＝Ｃ／Ａ

実績　　　　　　Ｃ

％

％

％

２

３

４

５

事業

計画事業評価の推進
（平成25年度変更）

70

25年度 26年度 27年度

40 9040

110 110110

平成25年度指標変
更

102.0

指
標
４

102.5

124

112.7

指
標
２

102

平成24年度目標値
変更

備考

270

24年度

本格実施

指
標
５

③

25年度の主な実施内容等

指
標
３

実績　　　　　　Ｃ

達成度＝Ｃ／Ａ

41

①

サービス
の負担

指
標
１

4年間で評価の対象となる
事業数が400事業程度
（平成24年度変更）

270事業程度

72

102.9

１

目標設定

④

⑤

％

事業

目標値（当初）Ａ

目標値（変更）Ｂ

100

単位

440

□ □

達成状況

目標水準

実施内容

指標名

手段

□

■

□ □

　区の行っている施策及び事業が区民や
地域社会にもたらす成果や実態を客観的
に評価し、結果を予算編成に反映させま
す。
ａ：内部評価：各部の職員（管理職）で構成
　された経営会議を内部評価委員会とし
　て、施策と事業の自己評価を行います。
ｂ：外部評価：区民目線から内部評価結果
　を評価し、評価後区長に報告します。
ｃ：区の総合判断：内部評価結果及び外部
　評価結果を踏まえ、総合判断を行い、予
　算編成等に反映します。

□サービス
の負担

サービス
の負担

担い手

実施内容

・計画事業評価の実施（まちづくり編全83事業及び区政運営
編全32事業に対する内部評価、まちづくり編41事業に対する
外部評価）
・経常事業評価の実施（124事業に対する内部評価、124事業
のうち自治事務に関する69事業に対する外部評価、過去に評
価を実施した経常事業の指標の進捗状況管理）
・経常事業評価対象事業について事業別行政コスト計算書の
作成

行政

その他

□ □



評価

手段改善

平成26年度に
向けての事業の
方向性及び取
組方針

【達成状況】
25年度の取組
実績・成果

【方針】
25年度の課題
に対する取組方
針

【状況認識】
24年度実績を踏
まえた25年度の
課題

上記の４つの視
点を踏まえた総
合的な評価

□ 廃止

【事業に関する
検討課題】
25年度の実績を
踏まえた26年度
の課題

進捗状況・今後の取組方針

サービスの負担
と担い手の観点
から分類し、適
正な対応がとら
れているか

事業費
第二次実行計
画期間における
事業に要する経
費

区民ニーズを踏
まえた目的・目
標になっている
か、指標は適切
か

費用対効果とい
う面から効果
的・効率的に行
われているか

目的や意図する
成果に対してそ
れが達成できて
いるか

課題に
対する
方針

　経常事業評価シート及び予算事業シートの見直しを行い、経常事業評価の精度向上に努めます。また、事業実
施課に対して行政評価制度の趣旨等を引き続き説明し、必要に応じて助言等を行うことによって、より一層分かり
やすい内部評価となるよう努めていきます。
　さらに、引き続き外部評価委員会の適正な運営のサポートを図るとともに、内部評価を前倒して実施するなど、
評価対象事業数の増加に柔軟に対応していきます。

100.0

0

取組
方針

　経常事業評価シートに「区の個別計画」欄を設けるなど、内部評価の記載がより一層分かりやすいものとなるよう
改善するとともに、内部評価を行う各部に対して区民視点で適切な評価となるよう調整を行います。さらに、事業
別行政コスト計算書の見方や活用方法に関する庁内研修を行い、職員のコスト意識を向上させ、より効果的・効
率的な事業の執行を目指します。

□ 終了 □

総合評価

休止 □
□ 事業統合

24年度 24～27年度27年度26年度25年度

6,033

担当する非常勤職員

備考

千円

％

人

％

11,950

11,950

千円

％

千円

千円

その他　（　）

一般財源投入率

事業経費

当初予算額

執行率

予算現額

執行率

担当する常勤職員

■ 継続 □26
年
度

新たな
課題

　外部評価委員会の意見を踏まえ、施策体系をわかりやすく示すなど評価シート等の更なる工夫が必要です。ま
た、内部評価の記載については、区民が読んで分かりやすい記載に引き続き努めていく必要があります。さらに、
事業別行政コスト計算書について、内部評価を補完する資料として有効に活用していく必要があります。

方向性

25
年
度

課題

　経常事業評価を本格的に実施した結果、評価項目や分析項目にいくつか改良を加える必要があることが分かり
ました。また、内部評価について、区民が読んで分かりやすい記載となるよう改善する必要があります。
　さらに、平成25年度は経常事業の評価対象数が増えるため、より一層効率的な進行管理を行う必要があります。

実際の
取組

　内部評価では、経常事業評価の精度向上と分かりやすい内部評価結果の両立に向け、経常事業評価シートの
改革・改善の説明欄を充実させ、また予算事業シートでは経費の内容等に着目しシートを4種類に分けるなど、事
業の性質に応じた情報を記載できるよう改めるとともに、庁内向けの説明会で、区民視点の内部評価の要請ととも
に評価手法の周知徹底を図りました。外部評価では、外部評価委員会の各部会と事業実施課とのヒアリングの時
間を増やしたほか、区の施策体系と当該事業の関係を説明するなど、ヒアリングの充実を図る一方、当初予定ど
おりに外部評価委員会が運営されるよう適正にサポートを行いました。さらに、平成25年度から、評価対象の経常
事業について「事業別行政コスト計算書」を新たに作成し、現金収支では見えないコストや区民1人あたりの区税
等一般財源の充当額などを内部評価結果報告書の資料として公表しました。

　内部評価、外部評価及び区の総合判断において、計画どおりに事業を実施することができ
ました。特に、平成25年度は、評価対象経常事業について事業別行政コスト計算書の作成
をも併せて予定どおり行うことができましたので、計画どおりと評価します。

■ 計画どおり

□

目的
(目標水準)
の達成度

■ 達成度が高い
　平成25年度は第二次実行計画評価の初年度として、計画事業の「まちづくり編」及び「区政
運営編」について評価を行いました（内部評価115事業、外部評価41事業）。また、経常事業
については、平成24年度の約2倍の事業（内部評価124事業、外部評価69事業）を評価する
ことができたことから、目的の達成度は高いと評価します。

計画以上

適切な
目標設定

　将来を見据えた堅実な財政運営に立脚し、時代の変化に機動的かつ的確に対応して区民
生活を支えるためには、区が実施している全ての事業のあり方を抜本的に検証する必要があ
ります。このため、「経常事業評価の推進」及び「計画事業評価の推進」を目標とし、原則とし
て全ての事業を内部評価することは適切です。
　なお、「計画事業評価の精度向上」として新公会計制度における減価償却費の考え方を取
り入れる指標を設定していましたが、平成25年度に取り組んだ経常事業評価における事業別
行政コスト計算書の検証を踏まえた結果、事業のコスト分析では有効であるものの、事業実
施による区の資産形成や経費の将来予測などにおいて必ずしも計画事業評価の精度向上
には結び付かない側面もあり、指標を見直しています。

効果的
効率的
な視点

　行政評価の結果を施策や事業に反映させることにより、効率的で質の高い行政サービスの
実現が期待できます。さらに、計画事業と経常事業を評価対象とすることで、区が実施してい
る事業全般にわたり検証ができるため、効果的であると評価します。
　また、内部評価を前倒し実施することによって評価作業量を平準化したり、外部評価委員
会開催を増加させることなくヒアリングの充実を図るなど、事業を効率的に執行することができ
ました。

□ 改善が必要

■ 効果的・効率的

視点 評価区分 評価の理由

サービスの
負担と
担い手

■ 適切
　限られた行政資源を有効活用し、公共サービスのあり方を見直し、効率的で質の高い行政
サービスを実現していくため、学識経験者や区民等で構成される外部評価委員会を設置し
ています。区民の目線を取り入れつつ、区が主体となって行政評価を継続的に実施・公表し
ていくことは適切です。□ 改善が必要

計画事業 85 所管部 総合政策部

7,171

所管課 行政管理課

事業経費

6,0335,917

100.0100.0

82.5 84.1

一般財源

7,171

5,917

7,171 7,171

82.5 84.1

14,342

項　目 単位

財源
特定財源

2.09 2.00

83.3

14,342

83.3

4.09

□ 事業縮小 □ 事業拡大

■

□

適切

改善が必要

□ 達成度が低い

□ 計画以下




